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おわりに
はじめに
　1980年代以降，コンピュータないし情報システムを土台とするいわゆる「情報化」が社会活動の
あらゆる領域において大きな影響力を及ぼしていると考えられる。P．　F．　Druckerは，ポスト資本主
義（Post－Capitalism）においては個人と集団との調和，情報のi共有化，そして責任と権限の分散化
などが特徴となる時代が到来すると主張している。その急激な転換に関しては情報技術力と通信技
術力の向上に起因することが大きいと考えられる。
　最近その変化が激しい様々な領域のなかで，企業間関係に重点をおいて，特に情報化が企業間の
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取引関係に及ぼしつつある影響について検討することを，この論文の主な目的とする。論文の構成
としては，第1章で企業間（組織間）の取引関係を分析するための基本的な枠組みの設定を行い，
第2章では情報化そのものの諸概念と情報化の効果を，企業間（組織間）の取引関係に結び付けて
議論を展開する。
1．企業間取引関係の分析のための理論的な枠組み
　本章では企業間関係まは組織間関係の分析の基本となる理論的な枠組みを設定することにより，
本稿の目的である情報化が企業問の取引関係にもたらす影響にっいての理論的な背景を明らかにす
る。まず，組織間関係の諸類型について検討する。次にその諸類型を基礎に企業間（組織間）関係
の変化を究明できる用具の一つとして取引費用の概念を用いる。具体的には，企業の生成原理を説
明しようとしたR．H．Coaseと，彼の理論をより発展させ，体系的に整理した0．E．Williamsonの理
論を主に利用する。特にその二人が主張したように，市場より内部組織での取引が優位性をもつ状
況で内部組織が生成されるという概念に注目する。それは取引費用を節約する道具として情報化が
及ぼす影響力を説明できる枠組みとなるため，ここでは重要な位置を占めている。取引費用がいか
に発生するかはWilliamsonの「組織失敗の枠組み（framework　of　organizational　failure）」を通
して具体的に検討される。
1．企業間関係の諸類型
　組織間関係は企業間ないし組織間の関係に加えて，企業グループ問，組織・環境間のすべてを含
むものであると定義する1〕。
　組織間関係の諸類型に関しては，市場の「見えざる手（invisible　hand）」による競争関係という
極から，ヒエラルキーの「見える手（visible　hand）」による権限関係という極までの連続体のうち
の中間部分がその考察対象になる。その諸類型は図1－1に示すように，U型（unitary　form）企業，
マトリックス形態（matrix　form），　M型（multidivisional　form）企業のように内部組織（internal
organization）に近い形態から，カルテルあるいは企業連合（cartels　associations），兼任重役
（interlocking　directorates），企業問縁故及び社交的関係（illterfirm　clan　and　social　relations）
のように完全競争市場に近い形態までの様々な形が存在する2）。
マトリッ
クス形態
図1－1　組識問関係の連続体
持ち株フランチャ　　　　　　兼任縁故及び交際に
会社　　イジング　　　　　　　重役基づく企業間関係
官備k十一十十十→一…十一十→一ト完全競争市場
　　　　　　　U型　　　　M型合弁　　　　　　下請　　カル
　　　　　　　　　　　　　　　企業　　　　　組合　テル
出所：A．Grandori　，　Perspectives　on　Organization　Theory，Ballinger　Publishing　Company，　1987，pp．166－
　　167．佐々木利廣「現代組織の構図と戦略1中央経済社，1990年，1ページを一部修正。
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　両極端に存在するのが完全な官僚制と完全競争市場であるが，このような構造は両極端の理念的
なタイプである。権限集中の機能構造の方から完全競争市場の方にシフトすると，U型とM型企業の
形態が発見できる。ここでU型とは単一商品に関する多機能をもつ大企業のことをいうが，主な業務
単位は職能別部門一営業，財務，製造一である3）。
　これに対してM型の特徴と利点は次のように要約できる4，。
　①業務的決定の責任は（事実上独立した）事業部，ないし準企業（quasifirms）に割り当てられる。
　②総合本社直属のエリート・スタッフは助言および監査の機能を果たす。これらとともに，事業
部の行動に対する統制をいっそう強力に確保する効果がある。
　③総合本社は主として，（互いに競合する）事業部の間への資源配分を含む計画，評価，統制に関
わる戦略的な決定にたずさわる。
　④総合本社を日常業務から分離することによって，総合本社の管理者たちは，各職能部門の問題
に心を奪われることなく組織の全体的な成果に関心をおくよう，心理的コミットメントを与えられ
る。
　⑤結果として現れる特徴は，合理性とシナジー効果であるが，後者は全体が部分の合計よりも大
きい（より効果的で，より効率的である）ことをいう。さらに進んだ段階では，所有権はまだ共有
されるが官僚的な統御メカニズムの状態がより緩めになっている持株会社（holding　company）と
合弁企業（joint　venture）が位置を占める。
　フランチャイジング（franchising）は，企業間の共有財産（common　property）がなく，特許権
使用料（royalty）に対するサービス交換権が獲得されることを基礎にしているため，その次の段階
に位置づけられるが，通常は強力な（intense）官僚的な統制によって支援される。この次に，相互
依存性が高くて複雑なプロジェクトを遂行するために強力な調整を必要とする異業種間の協力組合
が位置を占めるが，それは異なる專門性をもつ独立した企業間連合の形態として現れる。コンソー
シアムの形として次に位置づけられるのが，カルテルや企業連合あるいは他の制限された目的（価
格設定，マーケティング，購買，あるいはEDPサービスのような）のため形成され企業間の公式的
ではあるが緩やかな協約（formal　but　loose　agreement）である。最後に，企業間統合（interfirm
coordination）の社交的様式が存在するが，それは兼任重役（interlocking　directorates）のような
企業間の統合的な役割と縁故関係によって（integrating　roles　and　clan　relationships）支援され
る市場のことをいう。
　佐々木利廣によれば，E．M　Eisenberg（1985）は組織間の連結関係に関し，連結タイプ（linkage
type）と連結レベル（linkage　level）という二次元の分類をしている5｝。第1の連結タイプは，組織
間が非物質的で象徴的な情報（information）で連結されているか，あるいは有形の人材・金銭・製
品という資源（materia1）で連結されているか，に関わる問題である6）。そしてこの次元は，①情報
タイプ，②資源タイプ，③情報とオーバーラップ・タイプの三つに区分される。また第2の連結レ
ベルの次元でいうと，ある組織の個人が別の組織の個人と情報あるいは資源の交換をする形態の①
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個人的レベルでの連結（pprsonal　level），当該組織を代表する②単位レベルでの連結（representative
level），そして当該組織全休の③制度的レベルでの連結（institutional　level）の形態に分類すること
ができる。その組織間関係の形成要因の全体的な構成を描いているのが図1－2である。しかし，
本論文では企業間の取引関係へのインパクトをより明確に表すため，連結レベルの次元では個人的
レベルを除いた代表的レペルと制度的レベルでの連結のみに限定することにする7）。
図1－2　組識間関係の形成要因
個人別レベル 代表的レベル 制度的レベル　　連結@　レベル
A結^イプ
●　　　　　　　　●
@●　　　　　　　　　．o．
@　　　　　●●
■．　　！ ??????
●　　　　●
情　報
（1）個人的情報交換
@・」血縁関係
@・インナー・サークル
（2）代表的情報交換
@・兼任重役
@・境界連結単位
（3）制度的情報交換
@・企業間情報ネットワーク
資　源
（4）個人的資源交換
@・政治的贈与
㈲代表的資源交換
@・企業間人材フロー
@・人材中途採用
⑥制度的資源交換
@・株式相互持ち合い
@・部品相互供給
出所：E．MEisenberg，　et　al．（1985），　Communication　Linking　in　lnterorganizational　System：Review　and
　　Synthesis，　in　B．Dervin註nd　MJ．Voigt（eds．），　Progress　in　Communication　Science，　VoL　6，　Ablex
　　Publinhishing　Corporation，　p．236．
　　佐々木利廣「現代組織の構図と戦略」中央経済社，1990年，5ページより作成。
　組織間関係に関するアプローチは以下の四つに大別して説明することが可能である。つまり，取
引コスト・アプローチ，プロセス・アプローチ，資源依存アプローチ，エコロジー・アプローチで
あるが，ここでは情報化の進展が組織間関係にもたらす影響を最も反映する分析用具として取引コ
スト・アプローチを用いることとし，具体的には第2章で取り上げる8》。
　また清家彰敏は日本企業の組織間関係の諸類型を「組立企業と部品素材企業」，「大規模企業と小
規模企業」の関係としてとらえ，組立企業（アセンブラー）に属する大規模企業は頭文字の大文字
をあてて，Aとし，小規模企業には小文字をあてて，　aとした。次いで，部品素材企業（サプライ
ヤー）の大規模企業は頭文字の大文字をあてて，Sとし，小規模企業は小文字をあてて，　sとした。
また，2つの型の企業の組織間関係を記述する際，関係を主導する企業を先に明記するようにした。
そして表1－1は組織関係の類型を表しているものである。ここで日本企業の企業間関係を例とし
て取り上げたのは，日本の企業間関係がアメリカやヨーロッパ諸国と比較して企業間の取引活動が
活発で効率的に行われているからである。
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表1－1　日本企業の企業間関係の諸類型
類　　型 表示 例
組立企業・組立企業型 AA型通産省の大規模なプロジェクト，トヨタとGMの合弁企業NUMMI
Aa型 トヨタとトヨタ系組立企業の関係
aA型UNIX連合，米国のベンチャー企業の日本の大企業への生産委託
aa型ベネトン・グループによるブランド商品の開発販売
組立企業（主導）・部品素
ﾞ企業の組織関係型
AS型自動車大手と鉄鋼大手間での自動車鋼板開発
AS型電気機械産業の系列，自動車産業の系列
aS型米国のベンチャーへの松下電器のOEM供給
aS型中小工業団地での異業種交流によるニッチ商品開発販売
部品素材企業（主導）・組
ｧ企業の組織間関係型
SA型次世代マイクロコンビュータの規格で，マイクロコンピュータ世界
ﾅ大手のインテル社が世界のコンピュータの大手企業を囲い込むケ
[ス
Sa型テキサス・インスツルメント社が小規模な各種精密機械メーカーを
ﾍい込むケース
sA型半導体製造の機関部品製造する小規模な1社と他の半導体製造シス
eムを生産する大規模企業との関係
sa型異業種交流による中小工業団地のニッチ商品開発販売で，画期的な
Z術開発を商品化したい部品素材企業が主導する場合
部品素材企業・部品素材
驪ﾆの組織間関係型
SS型大手鉄鋼5社間のLD転炉開発導入での集合革新
Ss型大規模高炉メーカーから小規模メーカー，電炉メーカーへの技術移
]の組織間関係
sS型機器のモータといった中核部品について，基本特許を押さえる小規
ﾍ部品素材企業が開発の際，大規模部品素材企業と主導的に提携す
驛Pース
ss型小規模な独立自動車部品メーカーが他の小規模部品メーカーとの共
ｯで電子部品開発を行うケース
出所：清家彰敏『日本型組織間関係のマネジメント」，白桃書房，1995年，3～6ページにもとづき，筆者が
　　　作成。
2．企業間の取引関係の形成に影響を及ぼす諸要因
　企業間関係の形成に影響を及ぼす要因として，ここでは取引費用（transaction　costs），取引特定
資産（physical　capital　of　a　transaction－specific　kind），製品仕様の複雑性を取り上げる。この三
つの概念は大小，弾力性，関連i生などによって企業間の取引関係の形成に影響を及ぼす重要なもの
である。
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　第1の取引費用とは，産業組織論の中心概念で，契約事務など組織の間で取引が行われる際に発
生する様々な費用のことをいう1°）。
　これはまた「探索費用」，「切替費用」，「調整費用」，「信用形成費用」という四つに分けて説明す
ることができる。探索費用は潜在的な取引先を探し出すためにかかる費用のことである。また切替
費用は取引先を既存の取引先から新たなものに変えようとする際に発生する費用のことである。そ
して調整費用は企業をまたがって取引が行われるにあたって企業間で必要となる調整にかかる費用
である。「仕事を始めるにあたっては役割の分担を決め，契約を結ばねばならないし，始まればオペ
レーションの状況を相互調整しなくてはならない。これは程度の差はあれ組織内でも必要なことで
あるが，組織外の主体との共同作業を行う場合に余分に必要になる費用が発生すると考えられ
る。」11）最後の信用形成費用は取引相手を信用できるか否か，確認する費用や騙されるリスクに伴う
費用などのことであるが，考え方によって調整費用の一部と考えることができる。これは長期的な
取引関係，信頼できる第三者の推進などが伝統的な手法である。
　また上述した取引費用がいかに発生するのか，つまり取引費用発生メカニズムは0．E．Wi11iam－
son（1975）の組織失敗の枠組みによく表現されている。これは市場メカニズムによって行われる諸
機能が何故不完全であり，取引が市場メカニズム以外に何故内部組織で行われるのかを究明しよう
としたCoase（1937）の理論に根拠を置く。Coaseは契約の特性を取り上げ，契約が成立する時，そ
れぞれの取引費用が必要となる短期契約よりは，将来に対する予測の難しさと，取引に関わる人々
のリスクに対する態度に対応できる長期契約が望ましいと主張した12）。このような「不確実性」
（uncertainty）の問題に対応するためには市場メカニズムより企業内で取引が行われ，取引費用が減
少されるという優位性を強調した。
　Coaseによって提起され．た企業の生成原理はさらにWilliamsonにより体系化された。市場メカニ
ズムより内部組織での取引が優位性をもつ時に内部組織（企業）が生成されるという概念は，図1
－3に描かれている「組織失敗の枠組み」により休系的に説明することができる13）。Williamson
（1975）は，組織失敗の枠組みは，基本的に不確実性と少数性（small　numbers）という「環境の諸
要因」，および限定された合理性（bounded　rationality）と機会主義（opportunism）という「人間
の諸要因」との結合から発生すると主張した。そして不確実性・複雑性と機会主義が絡み合って派
生的に発生する情報の偏在（information　impactedness）と，特定の取引に限定される種類の打算
的な関係を助長することから生ずる雰囲気（atmosphere）という要素が加わる。つまり，これらの
六つの諸要因がもたらす取引上の困難を抑制する点で市場メカニズムに対して内部組織が優位に立
つということであるエ4）。
　まず，人間の諸要因の一つとして取り上げられた限定された合理性とは，H．A．Simon（1961）の
理論を継承したものであって，人間の「神経生理学的な諸限界」と「言葉の諸限界」に関わってい
る。神経生理学的な諸限界とは「情報を誤りなくうけとり，貯蔵し，取り出し，処理することにつ
いての諸個人の能力が速度と貯蔵容量のうえで限界をもつ」ことをいい，また言葉の諸限界とは「諸
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個人が彼らの知識や感情を，言葉や，数や，図表などによって，他人に理解できるような仕方で明
確に表現する能力をもたないことを示す。J　15｝言い換えれば，この二種の諸限界は人間の情報処理速
度と記憶容量と，そして情報伝送能力の不完全さから生ずるものとして認識される16）。
　　　　　　図1－3　取引費用の発生メカニズム
人間の諸要因　　　　　　　　　　　環境の諸要因
艮定さ
れた合
理性 ／’複雑性
機会主義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　少数1
出所：O．E．Willamson，　Markets　and　Hierachies．　The　Free　Press．1975，　p．40．
　　浅沼万里・岩崎晃訳『市場と企業組織」日本評論社，1980年，65ページ。
　また限定された合理性と関わって，環境の諸要因として「不確実性」と「複雑性」の問題が取り
上げられる。複雑性の問題は，複雑な決定問題についての代替案の数が非常に多いこと，またその
代替案に対してもすべてを書き出すための規則がないこと，そして結果を見積もることの難しさと
いう三つの諸条件が不確実性と絡み合って，意思決定に対する困難が発生することが強調される。
これは具体的に契約締結後，取引上起こりうるあらゆる環境の変化に対応できる事項を契約書に詳
細に明記するのが困難なことをいう。このように契約が不完全である場合，取引当事者間にその処
理に関する何らかの取り決めが事前になかったために余儀なくされる再交渉は，多大の取引費用の
発生をもたらす原因となる。
　次に，「経済主体が自己の利益追求のために情報を戦略的に操作したり意図を偽って伝える」行動
パターンとして取り上げられる機会主義について検討するが，これは少数性の条件と結び付く時，
契約を監視するための取引費用を引き起こす要因としてあらわれる。もし取引参加者が多数存在す
るとしたら機会主義的に振る舞うことは契約不成立のリスクを高めるから，交渉過程においても契
約の履行過程においても情報の歪曲や操作，虚偽の申告は手控えられることとなる。かくして人的
要因としての取引参加者の少数性が結び付く時，交渉・決定および監視・強制のための取引費用が
肥大化にすることになる。
　ところで，環境の諸要因としてのこの取引参加者の少数性を生み出す要因の一つとは情報の偏在
であって，それは主として不確実性と取引当事者の機会主義から発生し，最初の契約を獲得した経
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済主体に先発者の優位性をもたらすことを通じて取引参加者の少数性を誘発させる。また雰囲気と
は，取引様式そのものに対する価値判断レベルに属する大局的な規定要因であって，市場取引には
主として打算的な精神的関与が，内部取引には準道徳的な精神的関与が対応するとされる17）。
　そして情報技術の利用によって変化の可能性がある取引費用もまた，どのような調整構造が望ま
しいかを決定するうえで重要である。その要因とは，第2の「資産特定性」と第3の「製品仕様の
複雑性」である。
　取引費用を削減するための統御機構の選択について，1979年のWilliamsonの論文以来，非常に重
視されているのが取引特定資産である。取引特定資産とは特定の使用のために，あるいは特定の使
用者のために特別に投資されたり，あるいは取引の継続中に発生するものである。Williamsonは「特
異性の経済学（The　Economics　of　Idiosyncracy）Jという表現を使いながら，取引に関する売り手
（supplyer）と買い手（buyer）との諸関係について次のように主張している18，。「種々な買い手と売
り手との諸関係は，買い手が契約の際，特定の物的資産に投資している売り手を誘引する最初の時
に重要である。他の用途でこの資産が使用される場合は，当然，特定用途で利用される場合よりは
価値が落ちるから，売り手は無視できない程度に限り，その取引に束縛される。さらに，これは買
い手が他の供給源に変えることと，有利な時期にその品目を獲得することとは対称的な関係になる。
なぜなら，汎用的な資産で供給される場合，費用が大きいのは推測できるからである。」19）
　しかし，汎用的な資産への投資は他の競争相手と変わらないわけではないから，差別的優位性を
追求し，他の競争相手に対する参入障壁を形成するには，取引相手との間に取引特定資産を投下す
る必要がある。取引特定資産は，こうした参入障壁を築く効果を持つゆえに，取引当事者を双方独
占に導くことになり，それによって少数主体間での取引が行われるようになる。ここで問題になる
のは，取引特定資産が形成される時，取引相手の少数性から起こりやすい機会主義をいかに統制す
るのかである。
　取引諸様式の選択が行われてからは機会主義を抑制し，企業間の利益を調和させ，取引上の環境
の変化に対応できるようななんらかの仕組みが必要である。つまり，取引の統御機構（governance
structure）をいかに機能させるかの問題であるが，これは取引の諸形態によって相違する。William・
son（1979）によれば，取引の諸形態は，①取引に投資が行われる程度②取引が行われる頻度③取引
をめぐる不確実性の程度という三つの形態に分類することができる。①の取引に投資が行われる程
度（取引特定資産）は大きく分けて非特定的（nonspecific），半特定的または混合的（semi－specific
or　mixed），および高度に特定的または特異的（highly　specific　or　idiosyncratic）の三つに分類さ
れ，この状態に対応して，取引は三つの形態に分類される。これは特定の目的があるゆえに他の取
引に移転させるのは困難であるか，あるいは他の取引に使用する場合，非常に価値が低下する資産
であるとされている20）。このため，取引特定資産への投資は，非常にリスクの高いものとなる。しか
し汎用的な資産への投資は他の競争相手と変わらないわけであるから，差別的優位性を追求し，他
の競争相手に対する参入障壁を形成するには，取引相手との間に取引当事者を双方独占に導くこと
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になり，それによって少数主休間での取引が行われるようになる。この少数性という条件が機会主
義的な行動を引き起こすことになるとされるのである21）。そして，こうした機会主義的な行動が引き
起こされることを防ぐための統御機構が必要になる。そこで，信頼関係を維持しようとする統御機
構が必要になる。
　次に，製品仕様の複雑性とは，潜在的な売り手（生産要素を獲得する生産者もしくは製品を獲得
する消費者）が選択できるように，製品のもっている性質を詳細に記述している情報量のことをい
う22）。仕様の複雑な製品は，市場メカニズムの調整よりも内部組織での調整を通して獲得される傾向
がある。つまり，製品についての取引費用が問題になるからである。情報収集や契約交渉を行うた
めに，市場メカニズムでの取引においては，より多く売り手と接触する必要がある。取引費用は内
部組織よりは市場のほうが高くなることをすでに上で述べたが，それは製品仕様が非常に複雑でよ
り多くの情報の交換が行われなければならないため，取引費用が高くなり，市場よりも内部組織の
ほうが有利となるからである。このように，複雑な説明を要する製品の購入者は，内部組織および
系列的な関係のもとで一つの売り手と取引を行う可能性が高くなる。しかし，製造の容易な製品の
購入者は，市場に存在する多数の代替可能な売り手をたやすく比較することができる。
3．取引様式の諸形態
　ここでは市場での取引と内部組織での取引とを，中間組織での取引に比較することによって，企
業間の取引の特徴を明らかにしたい。取引様式の諸形態（取引の調整形態）については，企業間に
行われる財・サービスの取引が固定的・継続的な関係を前提とし，取引の調整が権限により組織の
内部で行われるのか，参入・退出の自由を前提とし，価格メカニズムにより調整される市場におい
て行われるのかという二つの区分が行われた23）。しかし現在では市場・内部組織（internal　organiza－
tion）に加えて，市場でも組織内でもない，「中間組織」という概念を含めて三つの形態にまで拡大
されている24，。つまり，上でいう企業間の取引関係は中間組織で行われる「中間取引」のことをいう。
内部組織か市場かという選択は，取引を行う経済的制度の費用により決定され，そして，この取引
をめぐる費用に注目して分析を行い，内部組織あるいは企業間関係，市場メカニズムを理解しよう
する，取引費用理論によく説明されている25｝。
　Williamson（1975）によれば，組織か市場かという選択は，以下の要因により決定される。
　第1が取引の対象となる財・サービスあるいは取引費用の大小であり，第2は取引相手の少数性
という環境的要因および取引主体の持つ限られた合理性と機会主義という人間的要因により決定さ
れる取引費用の大小である。そして最後に取引される財・サービスの性質あるいSS．取引の頻度であ
る。
　また内部組織における取引が選択される場合は以下のようである。
　第1は，環境において取引に関する条件がより複雑で，主体が限られた合理性しか持たないため
に市場における取引費用が高くなる場合がある。つまり，財・サービスが特殊で特別の投資を必要
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とするような場合である。第2は，取引相手が少数しか存在せず取引相手の機会主義的行動による
損害を回避しようとする場合である。第三は，取引が継続的あるいは反復的に行われる場合である。
　そして市場における取引が選択される場合は以下の三つの場合である。
　①1回ないし数回限り，または取引される頻度の少ない取引，②取引相手が多数存在する場合，
③標準化され大量生産が可能で頻繁に取引されるような汎用性のある財・サービスの取引の場合で
ある。
　内部組織（企業）と市場とは取引を行う制度として代替的な関係にあり，広い意味の市場の失敗
が生じるところでは，取引は企業組織の中に内部化されてゆく。他方，企業組織もまた内部組織に
固有な原因（例えば官僚制化の傾向）に基づいて失敗する傾向がある。したがって，企業の内部組
織と市場との中間に，企業の内部でもあり外部でもある中間組織が求められる理由がある27）。中間的
組織という場における取引の決定原則は，①意思決定の原則として「価格を主なシグナルとする利
己的な利益」と「共同利益の最大化のための権限による命令あるいは受容」の結合によって形成さ
れた原理と，②メンバーシップ原則として「自由な参入」と「固定的，継続的関係」結合の原理よ
って形成された原理によって成り立つ28）。中間組織の内部で行われる取引もまた市場取引とも組織
内取引とも異なる独特な形として行われる，いわば「中間取引」である。しかしそのような中間取
引の場としての中間組織が安定的に働くためには，市場取引の長所と組織内取引の長所がうまく絡
み合わされ，そして市場取引の欠陥と組織内取引の欠陥が適切に「中和」される時のみを前提にし
ている。中間組織が安定的存在であるための最も重要な問題は，最終的な権限の持ち主を明示的に
持たない企業グループが，メンバー間で発生しうる様々な紛争をいかに解決するか，ということで
ある29）。
　また中間組織の問題点として「閉鎖性」と「抑圧性」が取り上げられる。ここで閉鎖性とは，「参
入障壁としての系列取引」といった表現で表される従来の取引相手ばかりと行われ，新規参入が難
しい状態を示しており3°），抑圧性とは，系列などでの取引の一方が他方に対して優越的な立場を利用
して抑圧的にふるまい，しばしば「搾取をする」，といわれている現像を示す。このことに対して伊
丹敬之（1993）は，市場取引・組織取引・中間取引などといった取引諸形態の区分の基準として，
取引参加集団の「メンバーシップの原則」と，取引参加者各人の取引の内容などにかかわる「意思
決定の原則」という二つの側面を取り上げ，中間組織の合理性の裏側にある中間組織の副作用とし
て閉鎖性と抑圧性を取り扱っている31）。つまり，長期的・継続的な取引の維持を狙いとするメンバー
シップ原則の裏側には閉鎖性がある。そして内部組織での権限のような明確な調整機構がないため，
メンバー間の利益の調整を行うことを狙いとする意思決定の原則の裏側には抑圧性が存在する。伊
丹は，アメリカの取引は代替的に市場的であり，日本の取引は中間的な取引の形をとっていると主
張している。したがって，より市場的であるアメリカとより中間的な取引の形をとっている日本と
のインターフェイスで摩擦が起こっているという32｝。
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II．情報化の諸概念と効果
　前章において，我々は企業間取引関係の諸概念と類型，そして取引費用について検討することに
よって，本稿の基本的な枠組みを設定した。続いて本章では企業間取引関係に影響をもたらす情報
化の諸側面と情報化の役割，また企業間の取引が行われる際に取引費用を節約する方向に働く諸要
因と取引資産特定性を情報化の諸属性に関連させて議論を展開する。
1．情報化の諸概念
　情報化の概念は，情報そのものの限定する範囲がどこまでであるかによって，異なる意味をもつ
が，情報そのものについては二つの概念が区別される。第1に，情報とは「伝えられるもの，直ち
に発信しこれを受信する複数の主体の間で，コミュニケートされ共有されるもの」33｝をいう。この場
合の情報の諸概念は単なるメッセージを意味する（広義の情報概念）。第2は，人類の歴史のなかで，
文字の出現と国家の成立あるいはグーテンベルクの印刷技術の出現とプロテスタントの勃興などが
社会に大きなインパクトをもたらしたように，情報技術の革新が「社会神経系」に革新をもたらす
とともに，人類の様々な組織，関係に計り知れない変化を引き起こしてきたことのような，限定さ
れた意味として情報の意味をとらえる場合である（狭義の情報概念）。　ここでは以上の二つのうち，
企業間関係に及ぼしたインパクトを説明する枠組みとして狭義の情報概念を取り扱う。その狭義の
情報概念に基づいて福田豊（1996）は今日の情報化の特徴を次のように指摘した。
　「今日の情報化の，過去における情報化と違う特徴は，産業化の進展に伴う間接部門の肥大化と
情報処理費用の増大という経済成長のためのネックを突破する機能を持つ点にあるJ34，。
　また，この情報化の諸概念は，より具体的に次のように整理することができる。
　「①データや知識を材料にして，情報の活用者の活用目的と状況と活用者の活用能力に適合した
形で，効果的に分析・評価・加工・処理して新しい価値ある情報をつくりだすこと。
　②機器やシステムが，材料やエネルギーや時間や空間をより効率的に，かつ効果的に活用して，
物それ自体だけでは発し得ない高度な機能価値を実現すること。
　③物財に，それを利用する人々と個々の欲求に応じて，色々な新しい意味や新しい活用方法を付
加して，そのものの有用価値や機能価値を高めたり，新しい価値の創造を行うこと。
　④人間の生き方や生活の仕方を豊かにし，人間の個性や感性や創造性を発揮させるたthに利用す
る時間，空間文化などに目的に合った新しい意味を持たせ，新しい利用の仕方を提供すること。
　⑤自ら新しい情報財を生産することによって，豊かさの溢れる新しい文化を作り上げること。」35｝
と定義する。
　さらに，M．　E．PorterとV．　E．Miilar（1985）によれば，「情報革命（information　revolution）」
が「企業間競争（competition）」にもたらす影響ににっいて，以下のように主張している。「情報革
命は以下の重要な三次元で企業間競争において影響を及ぼす。第1に，情報革命は産業構造と競争
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の規則（rules）を変化させる。第2に，情報革命は，情報技術を取り入れた企業（companies）に，
競争相手企業（rival）を凌駕できる新しい方向へ導かせるように競争優位性（competitive　advan・
tage）を与える。最後に，情報革命は企業の現存する事業から新しい事業を引き起こす。」という36｝。
　こうして情報化の諸概念は，大量生産・大量販売という特徴をもったフォード・システムがフォ
ーディズムへと導いたように，情報機器や通信技術の進展により社会・経済的なありさまが変化す
る範囲までをも含むが，ここでは特に企業の世界のみに限定して情報技術と通信技術が企業間関係
の全体像を変化させることを前提にする。
2．情報化がもたらす効果
　情報化の諸概念は主に情報技術と通信技術の進展に起因する概念として考えられるが，情報技術
と通信技術の進展がもたらす効果には「電子的伝達効果」，「電子的仲介効果」，「電子的統合効果」
の三つがあげられる37）。第一の電子的伝達効果とは，情報技術が単位当たりにより多くの情報を送る
ことと，その伝達費用を大きく低下させることとができることを意味している。これは特に，情報
を伝達するのにコンピュータと電気通信を利用したために生ずることである。第二の電子的仲介効
果とは，コンピュータを仲介者としてより多くの潜在的な売り手と買い手に接触できることをいう。
仲介者の存在により，売り手と買い手にとっては，多数の代替的な取引相手と個別に接触する必要
性が低くなる。より具体的にいうと，考えられうる選択肢の数の増大，選択肢の質の向上，製品選
択の全プロセスにおける費用の削減がもたらされることをいう。
　最後の電子的統合効果とは，買い手と売り手が情報技術を利用して付加価値連鎖の各段階におい
て協調し，相互浸透的なプロセスを作り出す時に享受できる効果のことをいう。これがもたらす利
益は，時間が節約され，エラーを避けることができる点と，ある特定の状況において，プロセスの
密接な統合が可能になる点があげられる。
　上述した三つの効果は，取引費用に非常に影響を及ぼす三つの要素，つまり取引発生メカニズム，
取引特定資産，製品仕様の複雑性に対してもたらされる変化によく現れる。
　まず，Williamson（1975）が主張したように，内部組織は取引費用を節約する方向に働いている
ために生成されたということを証明するために用いられた組織失敗の枠組みは，ここで組織間関係
の形成要因のなかの代表的情報交換と制度的情報交換の水準をいかに変化させるかを検討するため
の用具として利用される38｝。つまり，企業間関係において重要な位置を占める企業を代表する個人の
情報処理能力の拡大と，個別企業単位としての情報処理能力の拡大のことをいう。
　情報技術と通信技術の進展は，図1－3の取引発生メカニズムに見られる要素，特に限定された
合理性の拡大と，情報の偏在の希薄化をもたらす。
　限定された合理性の拡大は，取引上の不確実性と複雑性に対し，より正確で迅速に対応する能力
を大きくする。つまり，図1－2の組織間関係の形成要因のなかで範囲を限定した代表的情報交換
水準と制度的情報交換の水準の向上を意味する。これは個別企業を代表する個人の水準での情報処
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理能力の向上と，個別企業の全体的な情報処理での運用水準を高めることである。
　限定された合理性はデーターべ一ス・システム（Data　Base　System），シミュレーション・プ
ログラム（Simulation　Program），　DSS（Decision　Support　System）などの採用によって，取引
費用の節約をもたらすことが可能になる。つまり，人間能力を越えるコンピュータの利用は上にも
述べた情報処理速度の増加と記憶容量の拡大に繋がる。それらの側面を利用することは契約の時，
より迅速な意思決定と判断ミスを減少させる方向に働く。「データベースとは複数のファイルでしか
もそのファイルは，それぞれのプログラムに属していたものを一元的な維持管理が行えるように統
合化した共有ファイルである。」39，
図2－2　データベース管理システム
プログラムA データの定義A 、、h、
プログラムB
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統
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出所：宮川公男「経営情報システム1，中央経済社，1995年，98ページ。
　そして，データベースの目的には，データの独立性，データの保守・保護の容易性，プログラム
の保守の容易性，データの重複排除，検索の容易性，オンラインでの利用可能性などがあげられる。
そしてデータベースの管理システムは図2－2で示されている40｝。
　またDSSは「管理者が直面する特定の問題あるいは意思決定を支援するのに必要なデータとさま
ざまな科学的分析技法を組み込んだシステムであり，その意思決定や問題解決に必要な情報を提供
することを目的とする。」〃1にのDSSの主な特徴は，①半構造的（semi－structured）問題解決，②決
定過程の支援，③意思決定の効果重視という三つの内容に区分できるが，その全体的な構成要素を
示したのが図2－3である。
　上述したように，情報の偏在は不確実性と取引当事者の機会主義から発生して取引当事者の少数
性を誘発する要因として認識されたが，情報ネットワーク化と分散処理の拡大，各種情報提供サー
ビスによって情報の偏在の希薄化をもたらす。つまり，情報の偏在の希薄化はより多くの取引参加
者がより多量で正確な情報の獲得ができるようになることを意味する。結果的に，不確実性と取引
当事者間の機会主義に迅速かつ正確に対応することができ，取引参加者の少数性の誘発を抑制する
方向に働く。
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図2－3　DSSの構成要素
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出所：宮川公男編『経営システム1，中央経済社，1995年，145ページ。
　情報ネットワークの拡大は情報伝送の高速化を実現すると同時に，各端末からの情報アクセスと
活用を可能とする。またC／S（client－server）システムによる分散処理の拡大は偏在する諸情報のデ
ータベース化を促進し，組織構成員や取引当事者にネットワークを通じたアクセスと活用を可能に
する。情報ネットワーク化の中心的な内容としては，インターネットの普及があげられる。それは
アメリカ国防総省が1969年に行った実験プロジェクトから始まるが，1990年代に入ってから商業的
利用が認められるようになった点が大きな意味を持つ42｝。90年代以前にはUNIX（エンジニアリング
や業務用システム用の高機能OS）などの知識のない人々にはインターネットを扱えない短所があっ
たが，WWW（World　Wide　Web）とこれを閲覧するためのプラウザーソフト「モザイク」の出現
によって，一般ユーザーも利用できるようになった。また，最近話題になっているいわゆる「イン
トラネット」のブームは社内インターネットとしてその利用の領域が広がりつつある。最近のイン
ターネットの発展の流れについて説明したのが図2－4である。また分散処理の拡大については，
分散処理情報通信システムを通してよく説明できる。「分散処理情報通信システムは『オープン型経
営』を実現する強力なツールを提供する。パソコンやワークステーションなどが高速通信ネットワ
ークでつながる分散処理型システムは，旧世代システムでは考えられなかった低価額と速いスピー
ドで企業間のファイル転送，電子メールなどの情報交換を可能にしている。座席にいながらにして
何百キロも離れた提携企業先の担当者の顔を見つつ，会話しながら自分の書いた図面を相手のパソ
コンに送り込むといったことができる。」43》
　最後に，リアル・タイム情報サービスとデータベースによる各種情報提供サービスは，高速かつ
低コストで実行可能な情報探索が利用でき，経済主体間に存在する情報格差の解消を促すにほかな
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らない。
　　　　　　　　　図2－4　パソコンとインターネットの結合
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出所：楠真『イントラネット入門』，日本経済新聞社，1996年，23ページ。
　また組織間関係の形成の一部として示された代表的資源交換と制度的情報交換の水準で企業間の
取引費用と関連性がある取引資産の特定性と製品仕様の複雑性も情報化の進展によって，取引の形
態に変化をもたらす。
　取引特定資産に関しては，取引に投資が行われる程度の差という面で，情報技術と通信技術の進
展によって，高度に特定的な資産が半特定的資産あるいは非特定的な資産に変わること（より汎用
的な資産になること）を意味するが，これはより多くの企業が取引に参加することができることを
意味する。
　取引特定資産は柔軟な生産技術によって，製造ラインをある製品から他の製品へと急速に転換す
ることが可能になった。つまり，他の特定ではない部品と類似したいくつかの資産特定的部品は，
より多くの企業によって生産され始められることを意味する。取引に関する情報をより多くの企業
がオープンに共有できるようになり，取引に当てはまる取引先を迅速に見つけることができる。
　そして製品仕様の複雑性もデータベースと高周波帯域の電子的コミュニケーションによって，伝
統的な様式と比べ，容易に複雑な多次元にわたる製品仕様の処理と伝達を可能にして取引費用を節
約する。図2－5は最近，様々な産業界でのデータベースと高周波帯域の電子的コミュニケーショ
ンの面で有効に機能しているCALS（Commerce　At　Light　Speed），44）EDI（Electronic　Data　Inter・
change），　SIS（Strategic　Information　System）などの位置づけについて描いたものである。これ
は企業間オンライン・データ交換が標準方式を採用しているかどうかと，電子的取引契約が事前に
特定されているかどうかという区分によって異なる形態を表している。
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図2－5企業間オンライン・データ交換の諸概念
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出所：国領二郎『オープン・ネットワーク経営」，日本経済新聞社，1996年，47ページ。
　EDIとは同一の会社において，買い手（customers），売り手（supplyer），そしてショップ（depart－
ments）がリアル・タイムで情報を電子的に共有したり，伝送することができる電算システムのこと
をいう。これはまた他の目的にも利用できる。つまり，買い手は売り手の生産システムのなかから，
買い手自身のオーダーがどの辺に流れているのかを追跡できる。仮にあるオーダーがスケジュー一ル
より早く，あるいは遅く入るならば，買い手はオーダーのペースに合わせて行動することが可能で
ある。同時に，売り手は，売り手自身の生産スケジュールを調整するために，買い手の在庫保有率
に加えて，売上高と製品利用率（product　usage　rate）をすみやかに追跡できるEDIを利用する。最
近流行しているATM（Automated　Teller　Mashine）やCD（Cash　Dispenser），　POS（Point　Of
Sales）システムもEDIの一つともいえる46）。　EDIによる効果をあげた企業としては，米自動車メー
カーであるクライスラー（Chrysler　Corporation）が見られるが，年間一台当たりに100ドル以上の
節約効果（年間会社総節減効果は2億2千ドル）をあげたとい5　‘7）。
　次のCALSは元々80年代半ばから米国国防総省が開発したコンピュータを利用した兵たん支援シ
ステムのことをいうが，直訳すれば「コンピュータ利用型兵たん支援システム」（Computer　Aided
Logistic　Support）という意味になる。この概念は現在，民間の企業にも適用または拡散されつつあ
る48）。「CALSの一般的産業用の適用については，まだ実証的な社会科学的な研究ができる段階まで
にはないし，実はその具体的な姿についても明らかではないが，大きな期待が寄せられいるのがい
わゆるコンカレント・エンジニアリングなど，複数の企業が共同で技術・商品開発をする際のツー
ルとしての利用である。コンカレント・エンジニアリングとは，従来の基本部分の設計を終えてか
らそれに付随する詳細な部分にとりかかる，といった流れ作業的開発ではなく，それぞれの工程が
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他の工程の情報を共有しつつ，並列的に（コンカレントに）開発を進めるという手法だ。この採用
により，開発サイクルが非常に短くなり，市場ニーズに合った製品ができるようになる。」49）
おわりに
　本論文では企業間関係に変化を及ぼす諸要因として情報化の進展を取り上げた。そして本論文の
構成は，大きく2段階に分けて議論を展開した。
　第1段階である第1章では，企業間関係の諸類型，企業間関係の形成要因，取引様式の諸類型，
企業間関係の形成に影響を及ぼす諸要因などを検討することによって，本論文の目的である，情報
化が企業間の取引関係にもたらす影響を分析するための理論的な枠組みを設定した。企業間関係の
類型については，官僚制と完全競争市場を理念的なタイプとし，企業間関係を両極の間に位置づけ
た。また企業間関係の形成要因は，連結タイプと連結レペルに分類し，個人的なレペルを除いた，
代表的な情報交換・代表的資源交換・制度的な情報交換・制度的資源交換の範囲内で理論的な枠組
みを設定した。そして取引の諸類型については，市場取引・組織内取引・中間取引に3分類して，
企業間での取引は意思決定の原則とメンバーシップの原則に基づいて行われることを確認した。ま
た企業間関係の形成に影響を及ほす要因として，取引費用・取引特定資産・製品仕様の複雑性など
を取り上げたが，情報化が企業間関係にもたらした影響については，取引費用の概念が分析のため
の基礎的な用具として用いられる。
　第2段階である第2章では，第1段階で設定した企業間関係の枠組みを基礎に，情報化の諸概念
と情報化の効果について具体的に検討した。情報化の諸概念は，情報の狭義の概念，つまりフォー
ド・システムがフォーディズムの道へ導いたように，情輯が企業全体像を変化させる革命的な意味
としてとらえた。また情報化の効果としては，電子的伝達効果・電子的仲介効果・電子的統合効果
を取り上げた。これらの効果は，第1章で取り上げた取引発生メカニズム・取引特定資産・製品仕
様の複雑性への変化をもたらし，企業間の取引形態に影響を及ぼした。取引発生メカニズムについ
ては，具体的に限定された合理性の拡大と，情報の偏在を希薄化する方向に働いて不確実性と複雑
性への迅速で正確な対応を可能にすることによって，代表的な情報交換と制度的情報交換の水準を
高める。そして取引特定資産については，柔軟な生産技術によって，高度に特定的な資産が，半特
定的あるいは非特定的な資産の方にシフトさせられる。これは究極的に企業間関係の形成要因であ
る代表的な資源交換と制度的な資源交換の水準を高めることを意味する。最後の製品仕様の複雑性
もデータベースと高周波帯域の電子的コミュニケーションによって，伝統的な様式と比べ，容易に
複雑な多次元にわたる製品仕様の処理と伝達を可能にして取引費用を節約する。
　以上のように，電子的伝達効果，電子的仲介効果，電子的統合効果といった情報化の進展は，取
引費用の節約，取引資産特定性の希薄化，製品仕様の多様化への速やかな対応に導き，企業間関係
において内部組織的な構造に近い形態の取引から外部組織的な構造に近い形態の方向へ，すなわち，
より緩やかな企業間連結へとシフトさせることを確認した。言い換えれば，これは企業間関係で行
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われる中間取引も，情報化の進展によって取引費用が節約され，より多数の企業との取引が可能に
なることを意味する。本論文では情報化の進展によるアウトプット的な効果のみを取り上げて企業
間関係の変化を検討したが，今後，さらに情報化を実現するためのインプット的な側面に関する考
察をも含め，総合的な情報化に関する認識を目指したい。
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